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県民又は事業者からの施策に対する苦情の申し出に係る処理要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、島根県男女共同参画推進条例（平成１４年島根県条例第１６号。以

下「条例」という。）第２０条第１項に規定する苦情の申出（以下「申出」という。）の

処理に関し必要な事項を定める。

（申出者等）

第２条 申出を行う県民又は事業者（以下「申出者」という。）は、次に掲げるとおりと

する。

一 県民 県内に住所を有する者又は在勤若しくは在学する者

二 事業者 県内において事業活動を行う者

（苦情）

第３条 苦情は、県（知事部局、教育委員会、公安委員会その他県の機関）が実施する施

策に関する内容のものとする。

（窓口）

第４条 申出の窓口は、政策企画局女性活躍推進課とする。なお、女性活躍推進課以外の

部署に申出があった場合は、当該部署は女性活躍推進課に連絡を取り、適切に対応する

ものとする。

（申出の方法）

第５条 申出については、次に掲げる事項を記載した書面、電子メールまたはファックス

により行うものとする。

一 申出者の氏名又は名称

二 申出者の住所又は所在地並びに電話番号（島根県内に住所を有しない者にあっては、

通勤・通学している県内にある会社・学校等の所在地及び名称並びに電話番号）

三 苦情に関係する県の施策

四 苦情の具体的内容

五 申出の年月日

（処理の方法）

第６条 窓口の女性活躍推進課が申出を受け付けたときは、速やかに、当該申出に関する

施策を担当する課（室）（以下「施策担当課」という。）に送付するものとする。
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２ 回付を受けた施策担当課は、女性活躍推進課と協議をしながら、申出の処理を行うも

のとする。

３ 女性活躍推進課は、速やかに、島根県男女共同参画審議会苦情処理専門部会（以下「専

門部会」という。）の意見聴取の手続きをとるものとする。

４ 女性活躍推進課は、専門部会から調査審議に必要な資料の提出または説明を求められ

たときは、速やかに、これに対応するものとする。

（個人情報の保護）

第７条 申出の処理に当たっては、個人情報の保護に留意するものとする。

（回答）

第８条 申出者に対しては、知事名の文書で回答するものとする。

２ 回答に当たっては、施策担当課が処理案を作成し、女性活躍推進課に合議するものと

する。

３ 回答は、前項の処理案により女性活躍推進課が行い、原則として、女性活躍推進課が

申出を受け付けた日から１ヶ月以内に行うものとする。

（報告及び公表）

第９条 申出の処理の状況について、専門部会に報告する。また、直近に開催される男女

共同参画推進会議及び男女共同参画審議会に報告するとともに、年次報告として公表す

るものとする。

附 則

この要綱は平成１４年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は平成１５年６月３日から施行する。

附 則

この要綱は令和２年４月１日から施行する。
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施策に対する男女共同参画についての苦情処理フロー

申 出 者

女性活躍推進課 施策担当課

① 申出書の受付

(書面、電子メール、

ファックス) ③ 申出書の受領

② 施策担当課に送付

苦情処理専 ④ 処理について女性

門部会 ④ 処理について施策担当 活躍推進課と協議

課と協議

⑥ 調査審議し ⑤ 苦情処理専門部会の開

意見を述べる。 催手続き

⑦ 苦情処理専門部会

⑦ 苦情処理専門部会の意 の意見を踏まえ、女

見を踏まえ、担当課と協 性活躍推進課と協議

議

⑧ 処理案を作成

⑨ 施策担当課から処理案

の合議

⑩ 回答文の送付（上記⑨

の処理文書添付）

※ 回答に基づき是正した措置等については、その都度女性活躍推進課へ報告願います。


